
１．事前活動：自国の都市計画制度・手法の現状と課題に関するレポート作成
２．本邦研修：以下の内容の講義、実習、視察、討論を行う。
（１）インセプションレポートの発表、（２）都市計画総論（日本の戦後の都市計画、国土・
地域計画など）　　　　、（３）都市計画制度（都市計画制度の枠組み、土地利用計画とコン
トロール、建築基準法、地区計画と開発許可制度など）、（４）都市計画各論（都市交通政策
、上下水道計画、景観設計、居住環境、都市防災など）、（５）事例研究（首都圏及び地方都
市）、（６）インテリムレポートの作成及び発表（自国の都市計画制度あるいは手法の改善案
）
３．事後活動：インテリムレポートの組織内での共有及び最終報告書の作成

※なお、本研修では、研修を通じた「知識共創（Knowledge Co-creation）」の実現を図るため
に、アクティブラーニングメソッドを導入予定です。
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【案件目標】
都市開発政策の都市計画・都市開発を担う機関において、自国の課題に対した都市計画及び都
市開発の改善案が検討される。

【成果】
（１）日本の都市計画の概論について理解する。
（２）日本の都市計画制度の枠組みを理解する。
（３）日本の都市計画の個別の手法について理解する。
（４）事例研究を通じて具体的な都市開発の計画及び実施について理解する。
（５）自国の都市計画における課題が抽出され、都市計画に係る改善案が提案される。

目標／成果
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【対象組織】
都市計画の策定もしくは都市開発事業の実
施に携わる人口20万人以上の中央又は地方
政府

【対象人材】
（１）大学卒業又はこれと同等の資格を有
し、かつ5年以上の都市計画あるいは都市
開発の実務経験を有する者、
（２）人口20万人以上の中央又は地方政府
の行政官で、都市計画の策定もしくは都市
開発事業の実施に携わる者、
（３）原則として45歳以下の者
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人口20万人以上の都市を有する国対象国の条件：

副分野課題：

開発途上国において都市の人口は増え続けており、都市化のスピードにインフラ整備が追いついていない状況である。交通渋滞のように、
インフラ不足は、都市活動の停滞や都市環境悪化を引き起こしており、早急な解決が求められる。本研修は、日本の都市計画の枠組みを総
合的に学ぶと共に、具体的な都市計画の事例を研究することで、自国の課題に対応した具体的な都市計画及び都市開発改善案を策定、包括
的な枠組みが習得されることを目的とする
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